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京大東アジアセンターニュースレター   第 417号   










































〒606-8501 京都市左京区吉田本町 京都大学経済学部 堀 和生 













時  間： 2012年5月22日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホールⅠ、Ⅱ  



















     討論点：なぜ東アジアに向かわざるを得ないのか？ 
     －財政再建と官製金融そして経済成長と人口問題－ 
2012年 5月 19日(土)15時  京都会場：京都大学法経総合研究棟８階リフレッシュルーム 















名称  京都大学東アジア経済研究センター・アジア中古車流通研究会 
目的  アジア各国における中古車流通の近代化と日系企業の現地進出支援のための情報交換 
開催  年 4回,京都大学吉田キャンパスおよび京都大学東京オフィスで開催｡ 
第四･土曜日の 13 時～17 時 30分を予定｡ 
















主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2012 年 5 月 26 日(土) 13 時 
 
於 ： 京都大学法経総合研究棟地下 1 階 みずほホール 
 
司会 大阪商業大学総合経営学部 教授 孫 飛舟 
御挨拶          
 13:00-13:20 
 京都大学東アジア経済研究センター長 塩地 洋     
 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森 經徳     
１．報告          
 13:20-15:20 
 塩地 洋（京都大学大学院経済学研究科 教授） 
 中古車流通の発展度と情報の非対称性 
－中国の中古車流通の問題点と改革の方向の検討― 





























 この結果、華西村は「天下第一村」と自他共が求める中国で最も豊かな村となり、全村民が 400-600 平方
メートルの別荘型の家を持ち、その多くは 3 階建ての戸建て住宅である。そして、毎戸が 10-1000 万元（1000
















の平均月収は 2500 元程度(厳密に計算すると 2430 元)なので、ボーナスを加えると年間一人 3 万元程度だろ
うか。したがって、夫婦が働けば 6 そして 6 万元、もし一家に他の働き手があればその倍もありうるという
ことになる。もし年間 12 万元を得るとすると、これは日本円で 180 万円となるから、どう見てもものすご
くなる。『日本経済新聞』2011 年 11 月 20 日付けは華西村のある家庭を訪ね、老夫婦と娘夫婦の 4 人の働き
手を持つ家庭が年間 8 万 5 千元の収入を得ていたとするが、これはたぶん老夫婦の収入が少ないためであろ
う。ただし、それでも日本円にして 100 万円を超える年収ということになる。『日本経済新聞』の当該記事





配当利回りが 5%というから、本稿冒頭の 10-1000 万元の貯蓄があるとすると、金額にして年間の配当収入
は 5000 元から 50 万元の間、すなわち日本円で 75000 円から 750 万円の間ということになる。確認できて
いないが、この「配当」として自動車や住宅が配給されているのではないだろうか。もしそうすれば、『日本
経済新聞』記者に年収を答えた家庭がこの「配当」=配給部分を除いていた可能性が高まり、これで初めて











 他方、村民と外来工の人数も先のグラフから数えることができる。そして、その結果は、村民が 1423 人(こ
の数字は同じく華西村の掲示板で見た人民代表大会有権者名簿（そんなものが貼られていた!）の数とほぼ対
応するから信頼できる)、外来工が 230 人となったから、外来工の方が圧倒的に少ない。これは南街村での
11000 人のうちの 10000 人までが外来工という状況とまったく異なるので健全である。働いているのは外来
工、その利益を得ているのは村民という構図ではないからであるが、ここでいう「狭義の華西村」を出て「広
義の華西村」を見るとどうもそうではない。華西村はその成功のため周辺村を吸収して「大華西村」に変貌
しているが、2002 年には 9 村が、2011 年には 16 村を包含している。そして、その結果、2002 年時点では













































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 





6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
